
令和６年度「現地小売店等県産品棚設置事業（米国）業務委託」 

業務委託仕様書 

 
1 事業目的（概要） 

経済のグローバル化が進展し、国内市場の縮小が予想される中で、海外の旺盛な需要を県内

に取り込むことは極めて重要となっている。 

当該事業は、日本からの農林水産物・食品の輸出額第３位の米国において、試験販売の実施

により現地消費者の反応を調査・フィードバックするとともに、消費者への販売を通して当該

店舗での定番化に向けて取り組むことで、本県中小企業等による県産品の販路開拓に資するこ

とを目的とする。 
 
2 事業内容及び実施方法 

 (1) 委託者及び支援対象事業者との総合調整 

   受託者は、当該事業により米国での販路開拓を目指す県内中小企業等（以下「支援対象事業

者」という。）の取組状況を踏まえ、支援対象事業者及び(3)に記載する試験販売の実施店舗に

対する事業説明、輸出に伴う諸手続等に係る情報提供、販路開拓に係る提案等、総合調整を実

施するものとする。 

 

(2) 本事業で支援する商品の提案 

   受託者は、県が当該事業により支援する商品（以下「支援商品」という。）を選定するにあ

たり、現地の嗜好や輸入規制等の観点から、提案を行うものとする。支援商品の選定は 10 商

品程度とする。 

 

(3) 現地小売店における試験販売の実施 

受託者は、米国への支援商品の継続的な輸出を目指し、現地の小売店等において、現地ニ

ーズや商品の改良点等を把握するため、試験販売を実施する。受託者は試験販売の実施にあ

たり、支援商品が継続した取引に繋がるよう以下に示す事項に取り組むこととする。なお、

試験販売は５店舗程度で実施するものとする。 

   ア 広告宣伝による消費者へのＰＲ 

・バナー広告やパンフレット等の作成 
・試験販売実施店舗における販売員を活用した販売促進 

   イ 継続取引に向けた営業活動 

    ・現地試験販売実施店舗における支援商品の継続取引実現に向けた営業活動 
 
(4) 支援商品の販売活動促進等に資する取組 

  受託者は、上記(3)の他に、一定の集客が見込まれるイベントの活用など、現地における支 

援商品の販売促進や認知度向上に資する取組を積極的に実施するものとする。 

 
 



(5) 試験販売等を通じた現地反応等のフィードバック 

受託者は、(3)の試験販売等を通じた消費者の反応や店舗の評価（取引可能性等）、実施店舗

への営業活動結果等を支援対象事業者に書面及び面談（オンライン実施でも可）にてフィード

バックし、マーケットイン型の商品開発など現地での販路開拓に向けた助言を行うものとする。 
 

(6) 商品の輸送 

上記(3)の試験販売等の開催に向けた商品輸送については、通常の商取引における輸送を原則

とし、商品の保管条件等を考慮の上、受託者は輸送にかかる支援対象事業者、輸送事業者、試

験販売の実施店舗間等の調整を行うものとする。 

 
3 その他 

(1)業務完了報告書の作成      
業務完了後、業務完了報告書（上記事業を記録した写真、動画や作成した資料、また、試験 

販売実施店舗から得た販売実績のデータを含む。）を２部提出すること。 
   ア 提出期限 

事業終了後 14日以内又は令和７年３月 31 日のいずれか早い日までに提出すること。 

   イ 提出方法 
     原則として、様式は任意とするが、県との協議により決定すること。なお、紙媒体及び

電子媒体を提出すること。 
 
 (2) 新型感染症等の影響による事業内容の見直し 

    受託者は、新型感染症をはじめとする世界的な社会情勢の影響により、当該事業の内容に

ついて見直しが必要となった場合、当該事業を実施した場合と同等の効果が期待できる代替

案を県に提案のうえ、調整するものとする。また、上記で定める各業務が実施できない場合、

県と調整のうえ、該当する業務を中止するものとする。 

 
 
 



別紙 

使用可能な経費 

 

費   目 内          容 

人件費 
①事業に要する人員確保に伴う給料及び各種手当等 

②その他事業に要する人員確保に伴う経費 

報償費 事業に要する報償費 

旅費 事業に要する旅費 

事務費 

①事業に要する書類作成費 

②事業に要する会議費 

③事業に要する通信運搬費 

④事業に要する消耗品費 

⑤事業に要する光熱水費 

⑥事業に要する公租公課 

⑦事業に要する検査費用 

⑧その他事業に要する事務的経費及び雑費 

使用料及び 

賃借料 
事業に要する会場等の使用料及び賃借料 

委託費 事業に要する再委託を実施するための費用 

一般管理費 （人件費＋報償費＋旅費＋事務費＋使用料及び賃借料＋委託費）×10％以内 

消費税 
（人件費＋報償費＋旅費＋事務費＋使用料及び賃借料＋委託費＋一般管理

費）×10％ 

 


